
「好転」が30%、「現状以上」が3/4を占める
　「現状と変わらない横ばいが続く」との回答が前回比＋10.0ポイント
の44.8%で最多となった。
　「好転する」は＋4.7ポイントの29.9%となった。「悪化する」は△
2.9ポイントの12.7%だった。
　「好転」と「横ばい」の合計は前回比＋14.7ポイントの74.7%で、
全体の3/4が「現状以上になる」と見ている。「横ばい」の増加から一
服感が見られるものの、国内景気の悪化傾向は底打ちするとの見方が
強まっている。

2023年よりも
悪化する

2023年より
好転する

現状と変わらない
横ばいが続く

見通しがつかない

29.9%

44.8%

12.7%

12.7%
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（調査年）

※毎年11月調査

毎年恒例の「新春景気見通しアンケート調査」を11月下旬に実
施した。これまで取材などで訪問した企業の中から580社を選定し
て調査を行った。回答数は134件（回答率23.1%）だった。
結果を見ると、2024年の国内景気の見通しは「横ばい」が大幅

に増え、「好転」も増加した。不透明感は薄れ、DI（好転－悪化）
は2年ぶりに前年を上まわった。回答企業の売上高予想を見ても、
2024年は横ばい～微増になるとの見方が強い。
懸念材料としては「人件費」「物流コスト」「エネルギー価格・
原材料価格」といった「コスト上昇」を警戒する回答が多数を占め、
「収益性の改善」が引き続き最大の課題となっている。
設備投資のターゲットとしては、「ブランク（複合機）」「曲げ

（ATC付き）」「曲げロボット」「溶接ロボット」など、工程統合・自
動化・ロボット化に対する注目度が高まった。脱炭素化の具体的
な取り組みとしては、ファイバーレーザやサーボモーター駆動などを
採用した「エコマシンの導入」が突出した。人材面では、引き続き
工場運営を担う管理職クラスと溶接作業者の不足感が強い。
また、今回は「『物流の2024年問題』の影響」（Q10）、「グリー
ン調達への協力要請の内容」（Q11）、「脱炭素化へ向けた具
体的な取り組み」（Q12）、「外国人材の受け入れ状況」（Q15）、
「『Sheetmetalましん&そふと』に期待すること」（Q17）に関する
設問を新たに追加した。
以下、集計結果とそこから読み取れる業界展望をまとめた。

2024年の国内景気の見通し （単一回答）

　「見通しがつかない」は△11.0ポイントの12.7%だった。前回調査
（2022年11月実施）では、コロナ禍の緊張感が高かった時期の調査
（2020年11月実施）と同水準まで増加したが、今回の調査では半減
した。不透明感が薄れてきていることがうかがえる。

DIは4年連続でプラス―“中位安定”の印象
　簡易的に算出したDI値（好転－悪化）は＋17.2ポイントだった。2
年ぶりに前年を上まわり、4年連続でプラスをキープした。過去10年で
5番目の水準で、“中位安定”の印象が強い。

Q1

特集 2 0 2 4 年を展望する2 0 2 4年を展望する

設備投資対象の注目は「工程統合」と「自動化・ロボット化」

新春景気見通しアンケート調査

「横ばい～微増」との見方が多数――「横ばい～微増」との見方が多数――
「コスト上昇」への警戒感が強まる「コスト上昇」への警戒感が強まる
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45.5%

39.6%

33.6%

32.8%

32.8%

26.1%

25.4%

23.9%

22.4%

20.1%

13.4%

13.4%

12.7%

11.9%

9.7%

8.2%

5.2%

5.2%

5.2%

DXに伴う
デジタル化投資・半導体投資

新型コロナの収束

エネルギー価格・原材料価格の
沈静化

インバウンド需要の回復

円安・経済安全保障による
国内製造回帰

ロボットなどの自動化投資

脱炭素化・SDGsに対応した
グリーン投資

都市再開発・大阪万博などの
建設投資

補助金や優遇税制などの
経済政策

民間設備投資の回復

ウクライナ・中東情勢など
地政学リスクの低減

アジア・ASEANの経済成長

5Gなどの通信インフラ投資

米国の経済成長

国土強靭化、防災・減災に
関連したインフラ投資

中国の経済成長

個人消費の回復

欧州の経済成長

公共投資の回復

その他

46.3%

※その他：なし（複数）、在庫
調整が完了し増産に転じる、
防衛費拡大（複数）、価格転
嫁の進展

「デジタル化投資・半導体投資」が最多
　「DXに伴うデジタル化投資・半導体投資」が前回比＋16.7ポイン
トの46.3%で最多となった。政府が国策として推進している半導体産
業への支援、想定より遅れているものの半導体需要の回復に対する
期待が大きい。
　「新型コロナの収束」は前回まで3年連続で最多だったが、今回は
△12.3ポイントの45.5%で2番目となった。新設した「インバウンド需
要の回復」は33.6%で4番目。アフターコロナの経済正常化が引き続
き景気回復を支えるとの見方が強い。
　「エネルギー価格・原材料価格の沈静化」は39.6%（＋2.6ポイント）、
「円安・経済安全保障による国内製造回帰」は32.8%（△1.3ポイン
ト）で引き続き上位。また、中位ではあるものの「ロボットなどの自動化
投資」（＋9.8ポイント）、「脱炭素化・SDGsに対応したグリーン投資」
（＋7.6ポイント）、「都市再開発・大阪万博などの建設投資」（＋9.8
ポイント）の伸びが大きく、注目度の高まりが見て取れる。

内需志向が進展―「アジア・ASEAN」にも関心
　「民間設備投資の回復」は△5.0ポイント、「個人消費の回復」は△
10.3ポイント、「公共投資の回復」は△8.9ポイントとそれぞれ減少。コ
ロナ以降は経済主体よりも個別具体的なテーマに関心が移っている。
　海外市場については「米国」（△3.6ポイント）、「中国」（△0.7ポイ
ント）、「欧州」（△0.7ポイント）とそれぞれ減少し、内需を重視する傾
向がさらに強まっている。前回から増加したのは「アジア・ASEAN」（＋
3.8ポイント）だけだった。

懸念が多様化―「コスト上昇」への警戒が高まる
　回答率50%超が6項目におよぶのは調査開始以来初めて。前回
（2022年調査）と前々回（2021年調査）は3項目、2020年調査では
2項目だった。懸念されるマイナス要因が多様化していることがわかる。
　中でも「人件費」「物流コスト」「エネルギー価格・原材料価格」が上
位に入り、固定費・変動費の両面でコスト上昇への警戒感が強まってい
る。「ウクライナ・中東情勢など地政学リスク」「中国経済の低迷」といっ
た海外情勢への不安も大きい。
　最多は「人件費の高騰」で、＋22.1ポイントの75.4%と大幅に増加
した。前回調査（＋10.9ポイント）から2年連続で2ケタ増となり、懸念
が増している。関連項目である「少子高齢化などによる労働力不足」も
＋15.7ポイントの58.2%で上位に入った。
　前回新設した「物流コストの上昇」も＋22.7ポイントの67.9%と大幅
に増加した。「中国経済の低迷」（＋12.3ポイント）、「米中摩擦の長期
化・深刻化」（＋12.2ポイント）もそれぞれ2ケタ増となった。

「補助金等の経済政策」は下位―期待が上まわる
　「新型コロナの再流行」（前回は「新型コロナの長期化・深刻化」）は
△38.5ポイントの8.2%と大幅に減少した。Q2とも関連し、新型コロナ
への警戒感は確実に薄れている。
　新設した「補助金等の経済政策の縮小」は14.9%にとどまった。Q2
の結果も踏まえると、「経済政策」に対しては期待が懸念を上まわってい
るようだ。 0 20 40 60 80 ％

67.9%

75.4%

63.4%

58.2%

57.5%

53.0%

43.3%

29.1%

24.6%

19.4%

17.9%

15.7%

14.9%

11.9%

9.7%

8.2%

7.5%

6.7%

6.7%

1.5%

人件費の高騰

物流コストの上昇

ウクライナ・中東情勢など
地政学リスクの増大

少子高齢化などによる
労働力不足

エネルギー価格・原材料価格の
高騰

中国経済の低迷

米中摩擦の長期化・深刻化

個人消費の低迷

米国経済の低迷

民間設備投資の低迷

大規模自然災害の発生

欧州経済の低迷

補助金等の経済政策の縮小

アジア・ASEAN経済の低迷

DX・IoTなどデジタル化の遅れ

新型コロナの再流行

都市再開発・大阪万博などの
建設工事の遅延

公共投資の低迷

脱炭素化・SDGsへの対応の
遅れ

その他

※その他：国内の経済対策
の迷走、岸田政権の存続に
よる景気悪化

2024年の国内景気のプラス要因として注目していること

2024年の国内景気のマイナス要因として注目していること （複数回答）

（複数回答）

Q3

Q2

特集 2 0 2 4 年を展望する2 0 2 4 年を展望する

「横ばい～微増」との見方が多数――「横ばい～微増」との見方が多数――
「コスト上昇」への警戒感が強まる「コスト上昇」への警戒感が強まる
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「対応力」「連帯感」「意思決定力」が共通の強み
　上位5項目は、順番を含め2年連続で同じ結果となった。それ以外
の項目も、順番に大きな変動はなかった。
　「個別ニーズにきめ細かく応じる柔軟な対応力」（53.0%）が6年連
続で最多。「一貫生産・ワンストップ対応」が△4.9ポイントと大きく減
少したことで「柔軟な対応力」がやや抜け出した。
　回答率が比較的大きく変動したのは、「経営者と社員、部門間の一
体感・連帯感」（＋4.8ポイント）と「経営における迅速かつ大胆な意
思決定力」（＋3.3ポイント）。「柔軟な対応力」「一体感・連帯感」「意
思決定力」は、オーナー経営が多い中小製造業ならではの共通の強み
となっている。
　一方、「適切な人材の確保力」（9.0%）、「徹底した生産合理化によ
るコスト競争力」（8.2%）の2項目は4年連続で下位。それに続く「優
れた人材の育成・活用力」「社員のモチベーションを引き出す仕組み」
も常に下位で、やはり「人材」「コスト」が課題となっている。

「収益性改善」「人材確保」「人材育成」が3年連続上位
　上位3項目は、順番を含め3年連続で同じ結果となった。
　「収益性の改善」が＋2.0ポイントの74.6%で最多だった。「人材確
保」（69.4%）、「人材育成・技能伝承」（63.4%）は微減したものの、
引き続き上位となった。
　4番目の「工場・設備の更新・増強」は2年連続で増加し、設備投
資意欲は引き続き高い。「売上の拡大」は前々回・前回と2年連続で
減少していたが、今回は＋4.0ポイントの47.0%で、3年ぶりに増加
に転じた。その一方で、「新分野の開拓」は△4.9ポイントと減少した。
課題が山積する中、生産能力・生産性の改善により、従来顧客のニー
ズ深耕・パートナーシップ強化を目指す傾向がうかがえる。
　「脱炭素化・グリーン調達対応」は＋3.8ポイントと増加したが、下位
にとどまった。「企業間連携」（異業種・同業者）も伸び悩んだ。

0 10 20 5030 40 60 ％

47.0%

47.0%

53.0%

44.8%

41.0%

32.8%

32.1%

31.3%

21.6%

20.1%

19.4%

15.7%

14.9%

14.9%

9.0%

8.2%

0.7%

一貫生産・ワンストップ対応

個別ニーズにきめ細かく応じる
柔軟な対応力

経営者と社員、部門間の
一体感・連帯感

経営における迅速かつ大胆な
意思決定力

品質における高い信頼性

最適加工の提案力・課題解決力

JIT対応・短納期対応

市場の変化への迅速な対応力・
機動力

ITによる見える化・一元管理の
仕組み

独創的な技術・ノウハウ・
事業モデル

優れた設備の導入・活用力

必要資金の調達力

優れた人材の育成・活用力

社員のモチベーションを
引き出す仕組み

適切な人材の確保力

徹底した生産合理化による
コスト競争力

その他
※その他：幅広い業界
からの受注

自社の“強み”と認識しているポイント
（複数回答）
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69.4%

74.6%

63.4%

53.0%

47.0%

40.3%

38.8%

38.1%

38.1%

26.9%

24.6%

19.4%

15.7%

14.9%

13.4%

11.9%

9.7%

9.0%

8.2%

収益性の改善

人材確保

人材育成・技能伝承

工場・設備の更新・増強

売上の拡大

DX・デジタル化

新分野の開拓

自動化・省人化

自社技術の高度化

残業時間の削減

自社製品の開発

事業承継

脱炭素化・グリーン調達対応

内製化・外注費削減

企業間連携（異業種）

スキルレス化

企業間連携（同業者）

材料調達の安定化

海外市場の開拓

経営上の課題として重視していること
（複数回答）

価格転嫁率の平均値は50%超に大幅改善
　「60%以上80%未満を転嫁」が26.1%で最多となった。前回は
「20%未満を転嫁」が26.5%で最多だった。
　「40%未満」の合計は53.0%から35.1%に（およそ1/2から1/3
に）、「60%未満」の合計は68.9%から56.7%に（およそ2/3から
1/2に）それぞれ減少した。
　全体平均は＋10.8ポイントの51.1%で、価格転嫁の状況は着実に
改善している。しかし、転嫁できていない残りの50%弱は自社が負担し
ていることになるため、引き続きコスト上昇が収益性を圧迫していること
がうかがえる。

この1年間のコスト上昇分の価格転嫁状況

0 10 20 30％

26.1%

13.4%

21.6%

19.4%

10.4%

1.5%

100%転嫁できている

80%以上100%未満を転嫁

60%以上80%未満を転嫁

40%以上60%未満を転嫁

20%以上40%未満を転嫁

20%未満を転嫁

転嫁できていない

2.2%

わからない・回答できない

5.2% 平均51.1%

Q6

Q4 Q5
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（複数回答）（複数回答）

0 5 10 15 20 25％

※その他（現在好調）：なし（複数）、バッテリー関連、発電機、理化学分野、繊維機械（原糸）、分析装
置、船舶、券売機、防衛産業、二輪車、金銭機械、環境計測

※その他（新規検討）：なし（複数）、理化学研究分野、繊維機械、玩具関係、既存製品の種類拡大（複
数）

現在手がけている中で
好調な業種

新規参入を検討または
注目している業種

23.1%

19.4%

18.7%

17.9%

17.9%

12.7%

11.2%

9.7%

8.2%

8.2%

8.2%

7.5%

7.5%

4.5%

4.5%

4.5%

3.7%

3.7%

3.7%

1.5%

3.7%

3.0%

3.0%

2.2%

2.2%

20.9%

23.1%

4.5%

6.0%

6.0%

8.2%
23.9%

2.2%

11.9%

3.0%

10.4%
23.9%

4.5%

4.5%

3.7%

7.5%

5.2%

0.7%

4.5%

3.7%

12.7%

4.5%

8.2%

9.0%

3.0%

鋼製家具・ロッカー

医療機器

半導体・FPD製造装置

環境・再生可能エネルギー

自社製品

産業用ロボット

物流設備・搬送機器

食品機械

航空・宇宙

建築金物・建材・内外装

介護・福祉機器

情報通信機器・電子部品実装

産業機械

農業機械

駅務機器（券売機・自動改札
機・ホームドア）

建設機械

包装機械

厨房機器

鉄道車両

工作機械

冷凍空調機器

受配電盤

バス・トラック・特殊車両

昇降機・エスカレーター

発電所・プラント

6.7%
11.9%その他・無回答

0 105 15 20 25 30 35％

※その他（直近）：なし（複数）、FAXペーパレス、工場リフォーム
※その他（今後）：なし

直近3年間で
設備投資を行った工程

今後3年以内で
設備投資を検討している工程

2.2%
5.2%その他・無回答

23.9%
26.1%工場拡張

8.2%
7.5%マテハン（供給・搬出・搬送）

10.4%
20.1%検査・測定

11.9%
3.7%組立

12.7%
10.4%塗装・表面処理

3.7%
6.0%AM・3Dプリンター

10.4%
6.7%機械加工

8.2%
14.2%2次加工

（バリ取り・洗浄など）

9.0%
6.7%パイプ・形鋼加工

10.4%
14.9%溶接（レーザ溶接は除く）

15.7%
11.9%溶接ロボット

（レーザ溶接は除く）

21.6%
22.4%レーザ溶接（ハンディ）

12.7%
13.4%レーザ溶接（ロボット）

20.1%
11.2%曲げロボット

20.9%
20.9%曲げ（ATC付き）

14.9%
22.4%曲げ

3.0%
3.7%プレス

3.0%
4.5%ブランク（パンチ）

19.4%
20.9%ブランク（レーザ）

24.6%
26.1%ブランク（複合機）

5.2%
12.7%CAD/CAM（2次元）

8.2%
27.6%CAD/CAM（3次元）

17.9%
18.7%業務自動化（AI・RPA）

14.2%
23.1%見積り管理

20.1%
31.3%生産管理

「新規検討」は「半導体」「物流・搬送」が大幅増
　「現在好調」は、「食品機械」「産業機械」「半導体・FPD製造装置」
「医療機器」の4業種が上位を占めた。「食品機械」が＋5.4ポイント
で最多タイとなった。「半導体・FPD製造装置」は、前回は40.7%で
突出したが今回は△17.6ポイントの大幅減、「工作機械」も△7.3ポ
イントとなり、落ち込みの大きさがわかる。
　「新規検討」は「医療機器」が12年連続で最多となった。「半導体・
FPD製造装置」は＋7.3ポイントで、今後の回復と投資拡大への期待
が大きい。「物流設備・搬送機器」も＋6.6ポイントと大きく伸びた。
　「環境・再生可能エネルギー」「自社製品」「産業用ロボット」「航
空・宇宙」「介護・福祉機器」は、「現在好調」と「新規検討」のギャッ
プが引き続き大きい。これからの成長産業として期待されているものの、
なかなか実需に結びつかないようだ。

現在手がけている中で好調な業種と
新規参入を検討または注目している業種

「複合機」と自動化・ロボット化への注目が高まる
　「直近」は「生産管理」（31.3%）が2年連続で最多となった。また、
「見積り管理」（＋3.0ポイント）、「業務自動化（AI・RPA）」（＋4.5
ポイント）も伸びが目立ち、事務所の管理業務の改善へ向けた投資が
活発化している。下位ではあるが「レーザ溶接（ロボット）」（＋4.5ポイ
ント）、「溶接ロボット（レーザ溶接は除く）」（＋3.7ポイント）の伸びも見
逃せない。溶接工程のロボット化が進展しているようだ。
　「今後」は、「ブランク（複合機）」が＋5.1ポイントの24.6%で初の
最多。2番目の「工場拡張」は△6.9ポイント、3番目の「レーザ溶接
（ハンディ）」は△8.4ポイントとそれぞれ大きく減少したが、注目度は引
き続き高い。伸び幅が最も大きかったのは「曲げロボット」（＋7.4ポイ
ント）。「曲げ（ATC付き）」「レーザ溶接（ロボット）」「溶接ロボット（レー
ザ溶接は除く）」も増加し、自動化への投資意欲が高まっている。

直近3年間で設備投資を行った工程と
今後3年以内で設備投資を検討している工程

Q7 Q8

特集 2 0 2 4 年を展望する2 0 2 4 年を展望する
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2023年は3年ぶりに成長ペースが鈍化
　2023年の売上高は前年比「100～110」（26.9%）が最多で、「110
～ 120」（17.9%）が2番目。2024年は「100 ～ 110」（32.1%）が
最多で、「100前後（前年並み）」（24.6%）が2番目となった。
　2023年の平均値は「104.3」で前回（2022年11月調査）の予測
から△2.3ポイントの下方修正となった。また、2023年は「増加」の合
計が57.5%で前回の予測を＋3.0ポイント上まわったものの、「100前
後（前年並み）」が△13.5ポイントの16.4%と大幅に減り、「減少」の
合計が＋10.4%ポイントの26.1%と大幅に増えた。
　前回調査の時点で、2023年は減速が避けられないとの見方が強
かったが、予測を上まわる減速で、3年ぶりに成長ペースが鈍化した。

2024年は「横ばい～微増」との見方が強い
　2024年の平均値は「106.8」で、わずかではあるが成長ペースが加
速すると見られている。
　「増加」は計61.9%で2023年から＋4.4ポイント、「100前後（前
年並み）」は24.6%で＋8.2ポイント、「減少」は計13.4%で△12.7
ポイントと半減した。回答の分布を見ても、「100前後（前年並み）」
「100～110」「110～120」が計73.9%と集中しており、全体の傾
向としても2024年は「横ばい～微増」になるとの見方が強い。Q1の
回答結果とも整合する。

前年を「100」とした場合、2023年と2024年の売上高（前年比）はどの程度か （単一回答）

80

100

120

2020 2021 2022 2023 2024

●売上高の前年比平均値の推移

110.2

108.1
110.5

106.6 106.8

112.1
予測

104.3

85.8

実績

増加
61.9%

減少
13.4%

0 5 10 15 20 25 30 35%

150以上

140～150

130～140

120～130

110～120

100～110
100前後

90～100

80～90

70～80

60～70

50～60

50以下

（前年並み）

増加
57.5%

減少
26.1%

0 5 10 15 20 25 30%

150以上

140～150

130～140

120～130

110～120

100～110
100前後

90～100

80～90

70～80

60～70

50～60

50以下

（前年並み）

0.7% 2.2%

0.7%

3.7%

6.0%

17.2%

6.7%

3.0%

3.7%

0.0%

0.0%

0.0%

32.1%

24.6%

0.7%

2.2%

9.0%

17.9%

26.9%

16.4%

11.9%

9.7%

3.0%

0.7%

0.7%

●2023年（1-12月）の売上高（前年比） ●2024年（1-12月）の売上高（前年比）

平均104.3 平均106.8

Q9

「物流コスト上昇による利益率の減少」が突出
　「物流の2024年問題」を踏まえて新設した設問。
　「物流コスト上昇による利益率の減少」が65.7%と約2/3を占め、
突出した。「遠方の顧客に対する競争力の低下」（27.6%）、「減便な
どによる長納期化」（26.9%）はそれぞれ1/4超となった。
　「影響はない（無視できるレベル）」は19.4%。自社便による近距離
輸送が多いケースが想定される。「自社内一貫生産の優位性向上」
は横持ちの輸送コスト増を想定した回答項目だが、5.2%にとどまった。
「影響はない」と同様、近距離輸送が多い場合はそれほど深刻な問題
とは受け止められていないようだ。

「物流の2024年問題」で予想される影響

0 4020 60 80％

27.6%

65.7%

26.9%

14.2%

5.2%

0.7%

物流コスト上昇による
利益率の減少

遠方の顧客に対する
競争力の低下

減便などによる長納期化

輸送効率・積載効率の
改善要求

自社内一貫生産の優位性向上

影響はない
（無視できるレベル）

その他・無回答

19.4%

Q10

好調な得意先とのパートナーシップがカギ
　2023年が前年比「120以上」と回答した企業（計12.7%）が、
Q7で「現在好調」として挙げていた業種は、「半導体・FPD製造装
置」（35.3%）、「建築金物・建材・内外装」（23.5%）、「医療機器」
（23.5%）が比較的多かった。
　2023年・2024年とも「120以上」と回答した“高成長企業”は、
全体の4.5%とわずか。地域はばらばら、Q7の「現在好調」として挙げ
ていた業種もまちまちで、地域・業種もさることながら好調な得意先と
のパートナーシップが成長につながっているようだ。
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0 20 40 60％

23.5%
53.9%

20.9%

14.8%

11.3%

5.2%

CO2排出量の把握・開示

排出削減計画の策定

輸送効率・積載効率などの
改善

排出削減に貢献する
材料変更・工法転換

生産集約・ワンストップ対応

SBTなどの認証取得

その他

10.4%

※その他：不明（複数）、環境物質調査

「エコマシンの導入」が突出
　今回新設した設問。Q11とも関連し、脱炭素化・排出削減のため
の具体的な取り組みについて聞いた。
　ファイバーレーザやサーボモーター駆動を採用した「エコマシンの導
入」が44.0%で突出した。「高効率照明への更新」が32.8%で2番
目。以下、「太陽光発電の導入（自家消費等）」（23.1%）、「高効率
コンプレッサなどの導入」（20.9%）、「エコカー（HV・PHV・EV）の
導入」（20.1%）、「高効率空調への更新」（17.2%）と続いた。屋根
置きの太陽光発電は、遮熱効果による空調効率の改善も期待される。
排出削減だけでなく、ランニングコストを抑制して付加価値改善に貢献
する設備への更新を重視する傾向が見て取れる。
　一方、設備投資をともなわない「溶接レス化の工法提案」（8.2%）、
「塗装レス化の工法提案」（5.2%）、「輸送効率・積載効率の改善
提案」（7.5%）といった定性的な取り組みは下位にとどまった。
　設備投資金額が大きい「蓄電池の導入」（7.5%）、「拠点集約・内
製化による効率化」（5.2%）も伸び悩んだ。
　コストはかかるが最も手軽に脱炭素化を実現できる「契約電力の再
エネプランへの変更」（10.4%）は中位、「非化石証書の購入」は1.5%
にとどまった。「実施・計画はしていない」は16.4%だった。

れている」「要請の予告を受けている」「要請される可能性が高い」「要
請される可能性がある」と回答した企業を対象に、「協力要請の内容」
について聞いた。
　「CO2排出量の把握・開示」が53.9%と過半数を占め、突出した。
続いて「排出削減計画の策定」が23.5%で2番目となった。「SBTな
どの認証取得」は10.4%にとどまった。
　「輸送効率・積載効率などの改善」（20.9%）は、脱炭素化だけでな
く「物流の2024年問題」への対応という側面も少なからずあると見ら
れる。「材料変更・工法転換」「生産集約・ワンストップ対応」はQ4・
Q5・Q9で示された得意先とのパートナーシップとも関連する。
　ESG投資が拡大する中、欧米向けの輸出割合が高いグローバル企
業は、1次サプライヤーに対して再エネ利用や排出削減の取り組みを
取引条件にする動きを見せている。その一方、サプライチェーン全体で
の排出削減の取り組みは業種・製品・輸出割合によって温度差があり、
特に2次サプライヤー以降に対して協力要請を行うケースはほとんど確
認できていない。引き続き定点観測を行っていく必要がある。

「要請あり」「予告あり」「可能性あり」の合計が80%超
　グリーン調達への協力要請の有無についての設問。今回が3回目
だが、発注元メーカーの対応も足並みがそろわない中で、前々回・前
回と同様、回答が分散した。
　最も大きく変動したのは「わからない・回答できない」で、△8.1ポイ
ントの10.4%と大幅に減少した。具体的な要請に至ったケースは多く
ないが、グリーン調達の必要性についての認知度が高まっている。
　「すでに要請されている」は△0.6ポイントの22.4%、「要請の予告
を受けている」は△0.7ポイントの5.2%と、それぞれ微減。「要請され
る可能性が高い」は＋3.2ポイントの24.6%、「要請される可能性があ
る」は＋5.5ポイントの29.9%と、それぞれ増加した。計82.1%が、す
でにグリーン調達への対応を求められているか、今後求められる可能性
があると見込んでいることになる。

「排出量の把握・開示」が過半数
　グリーン調達への協力要請が増加に向かうと予想し、「すでに要請さ

22.4%

5.2%

24.6%
29.9%

7.5%
すでに要請
されている

要請の予告を
受けている

要請される
可能性がある

要請される
見込みはない

わからない・
回答できない

予告はないが
要請される可能性が
高い

10.4%

脱炭素化へ向けて実施・計画している取り組み

グリーン調達（脱炭素化・環境負荷低減）への協力要請について

（複数回答）

0 10 20 30 40 50％

20.9%

23.1%

20.1%

17.2%

16.4%

15.7%

10.4%

10.4%

8.2%

7.5%

7.5%

5.2%

5.2%

1.5%

0.7%

1.5%

太陽光発電の導入
（自家消費等）

高効率コンプレッサなどの
導入

エコカー（HV・PHV・EV）の
導入

高効率空調への更新

実施・計画はしていない

太陽光発電の導入（売電）
契約電力の再エネプランへの

変更
EMSによるエネルギー管理

溶接レス化の工法提案
輸送効率・積載効率の

改善提案
蓄電池の導入

塗装レス化の工法提案
拠点集約・内製化による

効率化
非化石証書の購入

廃熱再利用・
コージェネシステム導入

その他

32.8%高効率照明への更新

44.0%エコマシンの導入

※その他：断熱シート工事を実施、日商の「地球温暖化対策行動宣言」と「CO2チェックシート」を活用

●グリーン調達への協力要請（単一回答） ●グリーン調達への協力要請の内容（複数回答）

Q12

Q11

特集 2 0 2 4 年を展望する2 0 2 4 年を展望する
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0 10 20 30 40 50 60 70％

46.2%

48.1%

57.7%

58.7%

46.2%

38.5%

35.6%

28.8%

28.8%

26.9%

26.9%

23.1%

25.0%

20.2%

16.3%

14.4%

12.5%

1.0%

スケジューリングの精度向上

品質管理・トレーサビリティの
向上

受発注情報の見える化

ペーパーレス化

人事考課・労務管理

RPAによるPC作業の自動化

仕分け・配膳の合理化

脱属人化・技能伝承・ナレッジ
共有

設備の稼働実績の把握

材料・端材管理

適正な在庫管理

得意先とのシームレス連携

課題抽出・改善効果測定

予知予防保全・稼働損失回避

協力会社とのシームレス連携

その他

正確な原価管理

正確・迅速な見積り

60.6%工程進捗の見える化

※その他：ChatGPTの利用

「スケジューリング」「人事考課」への関心が上昇
　「とても関心がある」「少し関心がある」の合計が△0.1ポイントの
76.9%となり、8年連続で70%を超えた。企業規模の大小を問わず、
引き続きDXへの関心は高い。
　DXによって実現したいことは「工程進捗の見える化」（60.6%）が7
年連続で最多となった。
　1人あたり回答項目数が6.5から6.2に減少し、課題が明確化してい
ることがうかがえる。そうした中で増加が目立つのは「スケジューリングの
精度向上」（＋4.8ポイント）、「人事考課・労務管理」（＋4.8ポイント）
の2項目。人手不足・人件費高騰を背景に、労働生産性の改善、負
荷平準化、時間外労働の削減、適正な人事考課などにデジタル技術
を活用しようとする意向が見て取れる。

DXへの関心と、DXによって実現したいこと

●DXによって実現したいこと（複数回答）

0.7%

45.5%

31.3%

17.2%

5.2% まったく関心がない

とても
関心がある

少し関心が
ある

どちらとも
いえない

あまり関心が
ない

●DXの動向に関心があるか（単一回答）

Q14

0 10 20 30 40％

次世代車（EVなど）の部品
（車載機器を含む）

次世代車（EVなど）の
車載電池関連

次世代車（EVなど）の
生産設備

EV充電インフラ関連

水素産業（製造・貯蔵・輸送）

水素産業（燃料電池）

水素産業
（水素ステーション関連）

再エネ関連
（発電所・発電設備）

再エネ関連（パワコン）

再エネ関連（送配電設備）

再エネ関連
（太陽光パネル架台）

定置型蓄電池（系統用）

定置型蓄電池（産業用）

定置型蓄電池（家庭用）

その他

28.6%

28.6%

28.6%

34.3%
17.1%

5.7%

5.7%

14.3%

17.1%

17.1%

5.7%

8.6%

14.3%

8.6%

8.6%

※その他：家電商品、通信機器、省エネ型産業機械

脱炭素化に関連した製品の需要と需要が増加した製品

「すでに増加」「増加見通し」が1/4超に
　「すでに増加している」が前々回0.8%、前回5.2%、今回9.0%と着
実に増加している。「今後増加する見通し」も＋5.3ポイントの17.2%と
なった。両者の合計は26.2%（＋9.1ポイント）で、1/4を超えた。

「次世代車」関連が増加傾向
　「すでに増加している」「今後増加する見通し」と回答した企業に、ど
のような製品の需要が増えたか尋ねた。
　サンプルが少ないためあくまで参考情報となるが、カテゴリーごとの
平均値は「次世代車」が30.0%（＋2.3ポイント）、「再エネ関連」が
13.6%（＋2.9ポイント）、「蓄電池」が10.5%（△1.4ポイント）、「水

わからない
・回答できない

今後増加する見通し

すでに
増加している

もともと
手がけていない

特に増加していない

17.2%

9.0%

29.1%
25.4%

19.4%

素産業」が9.5%（△6.0ポイント）だった。
　「すでに増加している」に限定すると、「EV充電インフラ関連」
（37.5%）をはじめとする「次世代車」関連が上位を占めた。

●脱炭素化に関連した製品の需要（単一回答）

●需要の増加が見られる製品（複数回答）

Q13
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全回答者のうち63.4%が外国人材を受け入れ
　人手不足の深刻化を踏まえ、新設した設問。
　「外国人材（技能実習）を受け入れ」が38.1%で最多。「外国人材
（特定技能）を受け入れ」は32.8%で2番目となった。現在、「技能
実習制度」の廃止と「育成就労制度」への移行が検討されており、制
度変更にともなう影響が懸念される。
　複数回答の重複を除外すると、全回答者のうち63.4%が何らかのか
たちで外国人材を受け入れている。一方、「活用していない・無回答」
は35.8%にのぼった。「今後も受け入れる予定はない」「一時は受け
入れたが続かなかった」などのコメントも寄せられた。

外国人材の受け入れ状況について （複数回答）

0 10 20 30 40 50 60 70 80％

情報発信（市場トレンド）

情報発信
（板金企業の事例紹介）

板金業界の振興と
リーダーシップ

情報発信（加工技術）

情報発信（生産設備）

情報発信（人材教育）

情報発信
（補助金等の支援情報）

情報発信（経営手法）

板金業界内のハブ役

情報発信（海外情報）

異業種交流のハブ役

板金需要業界
（メーカー等）へのPR

行政への政策要望

73.1%

59.0%

47.8%

43.3%

42.5%

38.8%

32.8%

32.8%

25.4%

17.2%

14.9%

12.7%

11.9%

●  円安を背景に受注を伸ばしている取引先がある一方、コロナ禍以前
の水準までは業績が回復していない取引先もある。来年どちらに転
ぶか予測できない。

●  今後、生き残る企業のキーワードは「労働生産性の向上」だと思う。
●  特定のメーカーの機械設備の紹介だけでなく、ユーザー独自の取り
組みを紹介してほしい。今後、情報リテラシーの差が競争力の差に
直結する現実を板金業界に周知してほしい。

●  会社ごとの取り組み、特に人材不足や人材育成の話を主体とした
記事を読みたい。

●  そろそろ同じ内容、フォーマットの誌面から脱却してほしい。
●  板金業界の可能性が広がる記事に期待。
●  小誌へのご評価・激励（豊富な話題、業界内の最新情報、中立
的立場からの分析、異業種とのハブ機能、製造現場での回覧、板
金業界専門の唯一の情報源など）。

その他のご意見

（複数回答） （複数回答）

管理職クラスと溶接作業者が課題
　上位3項目は前回と同様の結果となった。
　「若手・中堅リーダー（工程リーダー）」が57.5%で2年連続最多。
「管理監督者（工場長・現場責任者）」が44.0%で2番目タイとなっ
た。引き続き、工場運営を担う管理職クラスが課題となっている。
　前回3番目だった「現場作業者（溶接）」は44.0%で「管理監督者
（工場長・現場責任者）」と並び2番目タイとなった。Q8で「直近」「今
後」ともに溶接工程のロボット化への注目度が増していることからも、溶
接工程の熟練工不足が深刻化していることがわかる。
　新設の「品管・品証担当者」は25.4%と中位だった。

「情報発信（市場トレンド）」が突出
　回答項目を一新して8年ぶりに実施した設問。
　「情報発信（市場トレンド）」が73.1%で突出。「情報発信（板金企
業の事例紹介）」が59.0%で2番目となった。上位から中位までほとん
ど「情報発信」が占めた。
　「板金業界の振興とリーダーシップ」は47.8%で3番目だった。
　板金業界の“外”との関わりを想定した回答項目―「異業種交流
のハブ役」（14.9%）、「板金需要業界（メーカー等）へのPR」（12.7%）、
「行政への政策要望」（11.9%）は下位にとどまった。板金業界・板
金企業へ向けた情報発信への期待が大きい。

0 10 20 30 40 50 60％

管理監督者
（工場長・現場責任者）

若手・中堅リーダー
（工程リーダー）

現場作業者（溶接）

CAD/CAM・プログラマ

IT担当者・デジタル人材

営業担当者

経営幹部・マネージャー

品管・品証担当者

設計者・技術者

現場作業者（曲げ）

見積り担当者

生産管理・計画担当者

現場作業者（その他）

現場作業者（ブランク）

特に課題はない

44.0%

57.5%

44.0%

33.6%

32.1%

29.1%

29.1%

25.4%

25.4%

22.4%

20.1%

21.6%

19.4%

17.2%

2.2%

0 10 20 30 40％

外国人材（特定技能）を受け入れ

外国人材（技能実習）を受け入れ

外国人材（高度人材）を受け入れ

外国人材（その他）を受け入れ

海外のCAD/CAMセンターを利用

海外の生産拠点で雇用

海外の営業所・代理店を利用

活用していない・無回答

32.8%

38.1%

17.9%

12.7%

4.5%

3.7%

0.0%

35.8%

課題となっているのはどのような人材か 「Sheetmetal ましん&そふと」に期待
すること

Q16 Q17

Q15

特集 2 0 2 4 年を展望する2 0 2 4 年を展望する
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